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本論文は「地域の自然環境と経済活動の相互関連性に関する分析」という視点から書かれたもので
ある。
自然環境は経済活動と密接に関連しているが，これは地域においても同様であることから，地域に
おいてもその相互関連性に関する分析が必要になっている。また，それは理論的考察とともに実証的
分析が重要な分野でもある。これまでの自然環境と経済活動に関する問題解決の視点には，自然環境
か経済かという二者択一的な発想，経済活動の行動スタイルは変化させずに技術等で解決するという
形，個別の自然環境問題としての認識及び個別にその問題を解決するという形，というような視点が
中心であった。今後は,自然環境を全体として認識する必要性，自然環境を社会に対してわかりやす
い形で表現する評価手法の開発，地域における自然環境の保全。維持と経済活動の関係の認識，等が
挙げられる。本論文は，このような点に関しての理論的。実証的分析を行ったものである。本論文に
おける基本的な観点は，①自然環境と経済活動の相互関連性に関する総合的な評価の必要性，②対象
に関する複眼的分析の必要性，③地域を対象とした分析の必要性，等である。そして新たな研究分野
としての地域環境経済学の可能性を指摘している。
本論文では，まず「持続可能な発展」の概念を分析しているが，それは本論文が自然環境の維持。
保全と経済活動の相互関連性を分析しているものであり，その意図が比較的明確にされたのがこの概
念だからである。自然環境の保全。維持に経済学的な分析が必要なのは，経済活動が自然環境を悪化
させた大きな要因であり，かつ最も関連性のある活動の一つだからである。自然環境を総合的に捉え
る必要があるのは，現在の自然環境の悪化等の問題は，社会全体に影響を与えるものであり，それ故，
求められるのは，（ある特定の問題の解決ももちろんであるが,）今の社会全体の仕組みを自然環境の
保全。維持を内在したものに変えることだからである。また，本研究においては地域という観点も重
要であることを指摘しているが，これまであまり総合的な観点からの地域分析はなされていない。従っ
て，本論文では地域の自然環境と経済活動との相互関連性における総合的な観点からの分析を行う必
要があるとの認識を持つのである。
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ところで，自然環境と経済活動の相互関連性という観点からの分析において，経済学における自然
環境の捉え方という視点は欠かすことができない。ＳＮＡ等に代表される現在の経済評価体系におい
ては，以前から福祉的視点や持続可能性の視点が不十分であるという指摘が多い。従って，まず自然
環境問題に対する経済学的なアプローチとして，これまで表現されてこなかった，経済活動に伴う自
然環境の利用に係るコストの大きさを（実証的に）表現することの必要性の指摘をおこない，そして
ＳＮＡ等の経済評価体系に対する問題点の指摘や批判についての分析を行った。結果，ＳＮＡをはじめ
とする各種経済指標は，社会の効用を測るものとしては欠点があることがあらためて判明した。しか
しながら，経済指標が本来あるべき捉え方をされていないという問題点もあり，この点の改善は，自
然環境と経済活動の相互関連性の分析においても重要な視点となる。
では，現実の（経済）社会において，自然環境はどのように捉えればよいのであろうか。これには
研究分野や分析手法ごとに様々なアプローチがあるが，本論文では自然環境に対する「評価」という
観点からの分析手法の必要性を考察する。評価という視点は，例えば，費用便益分析評価等の個別プ
ロジェクト分析では事例があるが，総合的な観点からのものはあまりなされていない。本論文では，
総合分析としての評価が重要であるとしており，その一つの捉え方として，－次元評価という形を考
えている（なお，経済的評価はその－つである｡)。－次元評価とは，ある対象を－つの単位（物量や
貨幣）で評価することであるが，そうすることによって，自然環境の客観的分析や他の対象との比較
等，人々の選考に対する判断基準を提供することができる。このことは，自然環境の価値をあらため
て表現し，その大切さやかけがえのなさを認識する手助けとして非常に有効な手法の一つであり，そ
してそれは，本論文の主眼の一つでもある（なお，物量分析において，自然環境を経済活動とリンク
して分析するという観点や，全体としての評価という観点からはエネルギーやマテリアルバランス等
における評価は重要な視点である｡)。
このような評価概念から，人間の活動の中で，経済活動が自然環境と重要な関連性をもつが故に，
持続可能性や自然環境の保全。維持を求めるには，自然環境と経済活動との総合的な分析の必要性が
導かれるのである。そして，それを有効的かつ具体的に表現する手法として注目されているのが，こ
こ数年急速に発展してきている，自然環境と経済活動を同じ勘定内で分析する手法である「環境勘定
論」である。そのスタイル（方式）は，各国。地域，各研究者によっていろいろなパターンがあるが，
自然環境と経済活動の相互関連性を総合的に分析するという理念は何ら変わることはなく，今後の発
展が期待される。しかしながら，いまだ発展途上の研究分野でもあり，いろいろな問題点や課題もあ
る。本論文では，多くの指摘（問題点や批判）もふまえ，環境勘定論の考察を行っている。
そして，本論文のもう一つの重要な視点である「地域」概念が次に分析される。地域環境経済学と
いう，今後の研究分野としての可能性が期待される領域での地域範囲の考え方は，これまで想定され
ていないが故に，新たな捉え方を必要とする。その際，本論文では，比較的実証的な観点からの捉え
方をしている。理論としての蓄積がまだ乏しいことから，実証的な観点からの捉え方が理論に還元さ
れ，それがまた実証的な観点へ，そして理論的な観点へというような，重層的な構築がこの分野にお
いて，今重要だと考えるのである。まず，地域環境経済学における地域と地域経済学における地域の
違いが分析されるが，基本的に大きく異なるものではない。それは，地域経済自体がもともと自然環
境と密接に影響をもっているからである。もっとも自然環境を必ずしも重要な視点として捉えてきた
わけではない。従って，地域環境経済学としての新たな視点は，これまでの地域経済学的視点に加え，
自然環境と経済活動の関連性を重視したものになると考える。そして新たに地域の自然環境の範囲の
捉え方が必要になる。それは，自然環境の「(純粋な）影響範囲｣，社会と自然環境と中での「影響が
ある範囲」に大別される。さらに，自然環境の保全。維持には，何らかの対応が必要であるという点
から，そのような改善策が影響をもつ，いわゆる「政策（対応）の有効性の範囲」も必要な視点であ
る。このように，地域環境経済学における地域の範囲は，地域経済学における地域の範囲を内在しな
がらも，大きく分けて２つの視点，「問題（もしくは影響）が発生する場としての地域」と「問題
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(もしくは影響）の解決が図られろ場としての地域」の視点，が新たに求められることになるとする
のが筆者の捉え方である。このような観点を考慮しながら，地域環境経済学としては，地域の自然環
境と経済構造の分析，地域の特徴的な自然環境問題の分析，地域環境政策の分析，等が必要になって
くるものと考える。
そして，このような議論を「実証的」に分析する必要`性があることも本論文の主張である。それは
本論文の後半部分で分析される。その際に重要な視点として「複眼的分析」がある。これは，複雑な
自然環境と経済活動の相互関係をひとつの手法の分析のみで把握することは困難であるとする本論文
の主張の一つである。このような視点は，これまでの各種実証分析においてはあまり考慮されておら
ず，例えばある対象に関する費用便益分析等においては，その手法のみの分析。検証になっている場
合が多い。しかし，本論文で主張しているような，ある対象（ここでは自然環境と経済活動）におけ
る複数の分析から得られる複眼的な考察は，これまでの単一分析よりもより多くの分析。検証（結果
の確認，新たな問題の把握等）を行うことができる。このような視点は，自然環境のようなあらゆる
研究分野に内在するような問題を学際的に分析する必要性とも密接に関連するものでもある。
実証分析は，主に統計的分析が中心となっている。このような分析は，地域環境経済学という新た
な研究領域における基本的な分析の一つでもあるが，基礎的な情報提供の役割も持つ。そして今後，
他の様々な形での分析が行われることによって，研究分野としての発展が期待される。実証分析では，
その対象を富山県という範囲とし，まず最初に産業連関分析によるエネルギー消費と産業構造の分析
を行った。内容は，比較的経済的な観点からの自然環境と経済活動の相互分析，産業構造及び消費行
動の自然環境の保全。維持に対する方向性に関する分析である。地域産業連関表の応用分析は，多く
の地域で産業連関表を作成していることから，今後，ますます重要視されつつある地域の自然環境と
経済活動の相互関連性に関する分析の重要性と高まづて，より活発化していくものと思われる。第二
の視点として，各種経済データを利用した自然環境と経済活動の相互関連性に関して，環境勘定を利
用したマクロ分析を行った。環境勘定は，相互関連性という視点をより強調した分析であり，環境費
用，環境調整済純生産等，新たな捉え方による分析がなされる。この勘定論は理論自体も新しく，実
証分析と理論の相互協力性が今後ますます必要になってくるものと思われる。そして地域の自然環境
と経済活動の総合的な分析の主要手法としての重要性も今後ますます認識されるものと思われる。第
三の視点として，エネルギーバランス表の作成によるエネルギーの趨勢及びエネルギー消費と経済活
動との相互関連性に関する分析とそれに伴う二酸化炭素排出動向の分析を行った。地域におけるエネ
ルギーバランス分析（及び経済活動との相互関連性分析）は，自然環境や資源の問題と直結している
ため，その地域経済活動との関連性の分析や趨勢は，今後の関連性も含め重要な点である。実証分析
は主に1985年～1990年における分析であるが，概ね明らかになったのは，①経済成長はこの５年間で
はプラスになっている，②経済活動との関連性という観点からの自然環境の悪化は，ある程度の改善
の方向はみられたが，悪化の傾向は継続している，③今後の分析の向上には，基礎データの確立，理
論の精繊化及びそのための多くの実証分析が必要である，④分析や今後のあり方に際しては，研究分
野だけではなく，地域に影響を与えたり，地域の状況を把握している行政や企業，地域団体等との連
携。協力が地域の自然環境の保全。維持には重要である，等の点である。本論文では国や地域との比
較分析も行っているが，富山県は，自然環境の悪化の改善率やエネルギー効率等が，日本全体や比較
地域に比べて大きかったという特徴が指摘できた。それは，富山県が工業県であることで，より自然
環境面やエネルギー面の影響や効果を受けたということから，それだけ改善の余地があったともいえ
る。それ故，今後のあり方が問われるところであるが，富山県では，住民の意識も比較的高く，また
全国に先駆けた政策も実施しており，今後も産学官及び地域が協力して自然環境の保全。維持を行う
素地があると思われる。
このような実証分析は現在の状況を把握するものであるが，本論文では，今後もこのような社会の
方向性をある程度認識しつつも，これまでの経済活動の延長上で将来的にも持続可能な発展や自然環
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境の保全・維持が達成されることは困難であるとも指摘する。長期的には社会それ自体の大きな変革，
すなわち，経済活動によって自然環境が影響を受ける現状から，自然環境が経済活動によってその状
態が変化しないような社会になる必要がある。そしてそれには，自然環境と向き合っている地域の視
点が重要なのである。
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学位論文審査結果の要旨
青木は富山県職員として働きながら，自治体の環境政策に関心を持って富山大学大学院（修士）に
進学し，環境経済統合勘定体系（SEEA）の地域での応用に取り組みはじめた。ＳEEAという行列形
式の勘定体系に，環境悪化の状態を多くの人々が理解しやすい形で表現し，環境問題への取り組みを
促す方法としての側面と，自治体の環境政策の妥当性や成果を表現する方法としての側面に可能性を
見出し，関心をもったからである。
この時期は，日本においてＳEEAにかかわる研究が開始された直後であり，政府機関による日本を
対.象とした評価が実施されたのみで,自治体レベルでの計算例はまだなかった。青木は政府機関の担
当者に直接教えをこい，富山県を対象として評価を行い修士論文を作成した。
ＳEEAをもちいて地域を評価した研究は，日本では，その後，青木による富山県の事例を参考にし
て行われた北海道と東京都の試算しかない。したがってこの修士論文は，非常にタイムリーで先端的
な研究であり，日本における行政上の単位を対象とした評価事例の第一号でありかつ数少ない評価例
といえよう。
本論文では，修士論文を出発点として，富山県の環境評価をより発展させ，複数の評価手法を用い
て多面的に表現することを試みている。具体的には，ＳEEAによる評価手法の発展（環境便益の導入)，
産業連関表の応用による経済活動の化石燃料消費への影響の分析，エネルギーバランス表の作成によ
るエネルギーフローと二酸化炭素排出量の分析などである。環境の状態と経済の状態を統合して表現
するために，貨幣タームでの表現を充実させると同時に，物質的タームでの表現も導入した点が修士
論文からの前進である。こうした複数の評価手法を用いてひとつの地域の環境と経済の関連を表わし
た研究例は，少なくとも国内では唯一といえる。
こうした計算をかさねながら，地域を評価する際に問題となる理論的，実践的検討を試みたのも，
本論文にみられる前進といえよう。これらはいまのところ完成にはいたっていない。しかし，自治体
を対象として経済と環境の統合的評価を行うためには，どのような情報を整備する必要があるかとい
う実際的な課題にふれているのは，青木ならではといえる。また，分析対象地域の設定に関して，環
境問題の発生にかかわる範囲や経済的関連性の中でとりあげるべき範囲など，行政上の単位だけでな
い地域設定の必要性を吟味しており，地域の環境政策評価の視点として新たな論点を提示する可能性
を秘めている。
また，ドクター論文には先行研究にかんする適切なサーベイがあり，関連分野をよく押さえている。
以上，タイムリーかつ先端的で先行者の少ない研究を実施した点，こうした手法をしっかり自分の
ものにした点，地域を評価するための条件や枠組みを整理しようと試みた点，適切なサーベイを行っ
ている点を創意性と評価した。以上により審査委員会は，本論文を博士論文として妥当と判定し，博
士（社会環境科学）の学位をみることとした。
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